
単位：千円

（資　産　の　部） （負　債　の　部）
流動資産 9,131,493 流動負債 5,325,253
　　現金及び預金 345 　　電子記録債務 719,884
　　売掛金 3,239,814 　　買掛金 2,291,519
　　製品 62,661 　　未払金 519,362
　　原材料及び貯蔵品 1,227,724 　　未払費用 1,250,083
　　仕掛品 428,071 　　未払法人税等 122,684
　　預け金 3,487,626 　　設備関連電子記録債務 17,505
　　未収入金 670,761 　　預り金 13,997
　　その他 14,487 　　賞与引当金 390,216

　
固定資産 8,319,549 固定負債 239,025
　有形固定資産 8,290,788 　　退職給付引当金 147,298
　　建物 9,931,704 　　役員退職慰労引当金 5,722
　　構築物 959,860 　　繰延税金負債 86,004
　　機械及び装置 11,869,317
　　車両運搬具 59,309
　　工具、器具及び備品 2,658,463
　　土地 1,890,010
　　建設仮勘定 76,400 負　債　合　計 5,564,278
　　減価償却費累計額 △ 19,154,276 （純　資　産　の　部）

株主資本 11,885,366
　無形固定資産 16,270 　資本金 100,000
　　ソフトウエア 7,826 　資本剰余金 6,138,781
　　ソフトウェア仮勘定 2,940 　　資本準備金 868,700
　　その他 5,504 　　その他資本剰余金 5,270,081

　利益剰余金 5,646,585
　　利益準備金 319,548

　投資その他の資産 12,491 　　その他利益剰余金 5,327,036
　　投資有価証券 407 　　　別途積立金 4,378,102
　　長期貸付金 2,980 　　　圧縮記帳積立金 1,011,928
　　その他 9,102 　　　繰延利益余剰金 △ 62,994

評価・換算差額等 1,397
　繰延ヘッジ損益 1,397

純　資　産　合　計 11,886,764
資　産　合　計 17,451,042 負　債　純　資　産　合　計 17,451,042

貸 借 対 照 表

（2024年 3月31日現在）



個 別 注 記 表

重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法
（１）有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
市場価格のない株式等……移動平均法による原価法

（２）棚卸資産………………………総平均法による原価法
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法）

２．固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産（リース資産を除く）………定額法
（２）無形固定資産（リース資産を除く）………定額法
（３）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３．重要な引当金の計上基準
（１）賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額のうち当事業年度末ま
でに発生していると認められる額を計上しております。

（２）退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の
見込額に基づき計上しております。

（３）役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に備えるため内規に基づく期末要支給額を計上しております。

４．重要な収益及び費用の計上基準
当社は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日）及び「収益認識
に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2020年3月31日）に基づき、
次の５ステップに従って、収益を認識しております。

ステップ１ 契約の識別
ステップ２ 履行義務の識別
ステップ３ 取引価格の算定
ステップ４ 取引価格の履行義務への配分
ステップ５ 履行義務の充足による収益の認識

当社は、主に住宅照明、店舗照明、施設・屋外照明、電子デバイス、化成品等の製造販売を行って
おり、これらの製品の販売については、顧客との販売契約に基づいて商品又は製品を引き渡す履行
義務を負っております。当該履行義務は、商品又は製品を引き渡す一時点において、顧客が当該商品
又は製品に対する支配を獲得して充足されると判断し、引渡時点で収益を認識しております。

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
（１）グループ通算制度の適用

グループ通算制度を適用しています。

（２）ヘッジ会計の方法
為替予約については、金融商品に関する会計基準における繰延ヘッジを適用しております。

2023年 4月 1日から
2024年 3月31日まで

貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減損損失累計額 4,071千円
貸借対照表上、減価償却累計額に含めて表示しております。

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 6,966,292千円
短期金銭債務 614,937千円

損益計算書に関する注記

１．顧客との契約から生じる収益
顧客との契約から生じる収益 37,310,878千円
その他収益 －千円

２．関係会社との取引
（１）営業取引の取引高

売上高 35,378,187千円
仕入高 6,011,441千円



（１）配当金支払額

決議
株式の
種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2023年6月21日定時
株主総会

普通　
株式

173,034 12.1 2023年3月31日 2023年6月21日

　　　

親会社及び法人主要株主等

属性
議決権等の
所有（被所
有）割合

関連当事者と
の関係

取引の内容 取引金額
（注1）（注2）

科目
期末残高
（注2）

 製品売上高 35,378,187 売掛金 3,158,181
 材料仕入高 6,011,441 買掛金 517,505

 資金の預託 979,716 預け金 3,487,626
 受取利息 2,409 - －

 出向者人件費
 に係る未収入金

出向者人件費 1,222,279 未収入金 110,248

 金型売却に
 係る未収入金

金型の売却 648,655 未収入金 124,800

（注）１．価格その他の取引条件は市場価格を勘案した一般的取引と同様の条件としております。

　　　２．取引金額には消費税を含めておりません。売掛金及び買掛金の期末残高には消費税等を含めております。

会社等の名称

親会社  パナソニック株式会社
　被所有

　間接100％

 当社製品の
 販売、製品
 及び原材料
 の仕入

資金の預入

株主資本等変動計算書に関する注記

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 14,300,400株

２．配当に関する事項

関連当事者との取引に関する注記

１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 831円22銭
２．１株当たり当期純利益 54円55銭

収益認識に関する注記
収益を理解するための基礎となる情報
「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「４．重要な収益及び費用の計上基準」に記載の通り
であります。

当期純損益金額 当期純利益 780,107千円

（２）基準日が当会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

2024年6月21日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項

を次の通り提案しております。

①配当金の総額 469,053,120円

②１株当たり配当額 32.8円

③基準日 2024年3月31日

④効力発生日 2024年6月21日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与引当金、退職給付引当金の否認等であり、

繰延税金負債の主な原因は、圧縮記帳積立金であります。


